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第５章 将来の医療・介護提供体制を実現するための施策の方向性 

本章の施策の方向性に沿って地域医療介護総合確保基金等を有効に活用し、将来のあ

るべき医療・介護提供体制の実現を図ります。 

１ 病床の機能分化及び連携の推進 

   ～ 医療機関の役割分担を住民にわかりやすい形で実現するために ～ 

【現状】 

 ○ 各構想区域において、各医療機関が地域全体として目指すべき医療提供体制に

ついて、共通認識を持つことが求められています。 

    ○ 住民にわかりやすく、医療機関の役割分担について情報発信することが必要で

す。 

  ○ 新潟構想区域に県内病院の約４割が集中する一方で、県土が広く救命救急セン

ターへの搬送までに１時間以上を要する地域があるなど、様々な医療機能の偏在

があると考えられます。 

    ○ 広大な県土という地理的特性と医師不足の状況から、限られた医療資源を最大 

   限活用することが求められています。また、チーム医療の推進により、医師の負 

   担軽減の推進も必要であると考えられます。 

 

 

 

 

【課題①】 

  ◎ 医療資源の効率的な活用 

【施策の方向性】 

  ○ 地域で不足する病床機能への転換の促進 

 ○ 基幹的な病院における医療の高度化 

 ○ 救急受入体制の強化 

  ○ 高度急性期から在宅医療等まで地域の医療提供体制について住民（患者）への 

  情報提供・普及啓発 

【課題②】 

  ◎ 病床機能の異なる関係機関の連携強化 

【施策の方向性】 

  ○ 構想区域を基本に、高度急性期から在宅医療等まで、医療機関相互の機能分担 

  と連携を促進 

 ○ ＩＣＴ等を活用して医療機関等が医療情報を共有 

  ○ 小児・周産期医療等の関連医療機関の機能強化と広域連携体制の構築 

○ 保健から医療への連続した予防医療・疾病管理を通じた健康寿命の延伸 
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２ 居宅等における医療の充実 

   ～ 地域社会全体で治し、支える「地域完結型」の医療を目指して ～ 

【現状】  

  ○ 平成 28 年 10 月に、県内の全医療機関を対象に行った在宅医療に関する医療機

関実態調査では、他の医療機関の医師とグループを組んだ在宅医療を実施してい

る医療機関は少なく、また、医療機関が主に連携・連絡を取っている職種に偏り

が見られるなど、在宅医療実施に当たっての多様な連携体制の構築が求められて

います。 

  ○ 小児在宅医療に関しては、小児特有の課題（長期にわたる家庭での医療ケア、

療育、家族サポートなど）があり、各地域における提供体制に差があることから、

各地域及び全県的な提供体制の整備が求められています。 

 

【課題①】 

◎ 在宅医療等の推進のための組織的対応の構築 

 

 

【施策の方向性】 

 ○ 各地域（保健所・市町村・コミュニティ単位）における統括組織（一元的な 

  窓口）の設置を支援 

 ○ ＩＣＴ等を活用して医療機関や薬局、介護保険施設等が医療・介護情報を共有 

 

 

【課題②】 

 ◎ 地域における多職種連携の強化 

 

 

【施策の方向性】 

 ○ 地域の実情に応じた多職種連携の推進を支援 

 ○ 高齢者や小児等に対応できる病院、診療所（歯科を含む）、薬局、訪問看護事

業所等の連携体制の構築 
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【課題③】 

 ◎ 在宅療養体制の整備 

 

 

【施策の方向性】 

 ○ 退院支援（在宅療養への円滑な移行） 

 ○ 日常の療養生活の支援 

 ○ 急変時の対応 

 ○ 看取りの普及 

 ○ 介護保険施設等の整備と在宅医療等の推進 

 ○ 小児在宅医療を支えるネットワークの構築 

 

３ 医療・介護人材の確保・育成 

 ～ 住民の暮らしを支える人材の確保・育成 ～ 

 【現状】 

○ 平成 26 年 12 月末時点の人口 10 万対医師数は、200.9 人（全国平均 244.9 人）

で全国 43 番目、人口 10 万対看護職員数（常勤換算）は、1195.6 人（全国平均 1087.6

人）で全国 28 番目となっています。 

○ 人口 10 万対医師数の全国格差は拡大しています。 

  ○ 看護職員の就労状況については、県内病院の４月の募集人員に対する採用状況 

   が約７割となっており、看護職員が不足している状況です。 

 

【課題】 

 ◎ 医師の確保 

 ◎ 看護職員等の確保 

◎ 医療・介護従事者の働きやすい環境づくり 

 

 

【施策の方向性】 

 ○ 医療従事者の確保・養成、キャリア教育支援、勤務環境の改善や医療スタッフ

による医師の負担軽減等の働きやすい環境づくりに向け、関係団体と一体となっ

た取組を推進 

 ○ 地域の医療・介護連携において中心的役割を担うリーダーやコーディネーター

となる人材の養成 

 ○ 医療・介護の将来の担い手となる世代へのポジティブ情報（やりがい・充実感）

の発信 

 


